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01. イントロダクション
• 地震災害は、家計に甚大な経済的被害をもたらす主要なリスク要因の一つである。

• 下記の図では、1990年以降の地震による世界規模での物的財産、農作物、ならびに家畜に対する損害額を表してい
る。

• 図を参照すると、損害額は最も少ない年でも5億7,240万ドルに達し、東日本大震災が発生した2011年には、単年で
2,303億ドルという記録的な額に上っている。

$572.4 million

$230.3 billion

2026/2/6

Our World in Data. (2025). Economic damage by natural disaster type.に基づいて筆者作成
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01. イントロダクション
• 家計が直面する地震リスクは、負傷や死亡などの「人的損害」および家屋の倒壊や家財の毀損といった「物的損
害」という性質の異なる2つの損害に分けられる。

• 家計の人的・物的それぞれの側面に対して抱く恐怖感やリスク認識の強弱は、リスクマネジメントを構築する際の
資源配分に影響を及ぼす可能性があり、したがって、保険加入や預貯金や株式といった金融資産の保有といったリ
スクファイナンス選択が左右される蓋然性が高い。

• 生命保険契約には地震・津波などの自然災害による死亡に対する免責条項が存在し、大規模自然災害による死亡は
保険会社の責任免除事由となり得るにもかかわらず、1930年以降に発生したあらゆる地震による請求に対して生命
保険金を支払ってきた歴史がある。

• 日本の家計において、人的損害へのリスクファイナンス手段としては「生命保険」がその役割を果たしていると考
えられ、生命保険への需要は、家計が地震リスクに対して人的損害と物的損害のどちらをより強く懸念しているか
によって変動すると考えられる。

2026/2/6
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01. イントロダクション
• 本研究では、地震リスクが家計のリスクファイナンス戦略に及ぼす影響を分析し、特に生命保険の加入行動が地震
リスクから影響を受けて発生する変化を把握してみた。

• 分析結果の結果として、地震発生確率の高い地域に居住する世帯は、生命保険の加入額を抑制することが確認され
た。さらに、その要因として、地震リスクに直面した家計は、まず物的損害への対策に資金を優先的に配分し、結
果として生命保険への需要が相対的に小さくなることが示唆された。

• 本研究の貢献として、実際の被災経験ではなく、客観的な地震発生確率を用いた点が挙げられる。

既存研究の多くは、特定の震災イベント前後の変化に着目し、地震によるリスク認知やリスク回避度の変化といっ
た心理的側面に焦点を当てた研究が主流であった。一般的に、こうした地震経験は代表性ヒューリスティックを通
して、人々の保険加入行動に影響を及ぼすものの、こうした効果は震災後数年で減少することが知られている。

これに対して、本研究では、過去の地震経験に寄らない日常的なハザード情報（地震発生確率）を用いることで、
一時的なショックの影響を排除し、forward-lookingに基づいた家計の恒常的なリスクマネジメント行動を明らかに
する。

本研究は、地震に対する事後的な反応ではなく、事前情報がいかに家計行動に織り込まれているかを検証した点で
意義深い。

2026/2/6
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• 生命保険は生命や生活保障をカバーする保険商品として、多くの家計にとって主要なリスクマネジメント手段の一
つである。そのため、生命保険の加入行動に影響を及ぼす要因を明らかにする研究も多く存在している
（Anderson and Nevin（1975）、 Hammond et al.（1967）、Browne and Kim（1993））。

• 例えば、Browne and Kim（1993）は、1980年と1987年の国際比較データを用いて、国際的な生命保険需要の決
定要因に関する分析を展開した。分析の結果、被扶養率、国民所得もしくは社会保障といった要因が、生命保険の
加入行動に影響を及ぼしているという知見が提供された。

• 実際の災害経験に着目して、災害の経験が人の保険需要に与える影響を検証する研究も存在する。（Browne and 
Hoyt（2000）、Dillon et al.（2011）、Gallagher（2014）、Kamiya and Yanase（2019）、Kakamu et al.
（2025））。

• 例えば、Browne and Hoyt（2000）は、米国連邦洪水保険制度（National Flood Insurance Program）の財務
データを用いて、洪水保険の購入決定要因を実証的に分析した。彼らは、前年の洪水被害額と翌年の保険購入量
（契約数）には正の相関があること示した。

2026/2/6
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• いくつかの研究では、ハザード情報を活用して地域の特性が人の金融上の意思決定に影響を及ぼす知見を提示し
ている。（ Nakagawa et al.（2009）、Naoi et al.（2009）、 Brookshire et al.（1985）、 Ikefuji et al.（2022）、
Baldauf et al.（2020）およびBernstein et al.（2019））。

• 例えば、Nakagawa et al.（2009）では、地震リスクに対する家計や企業の危険回避度を推測するにあたってハ
ザードマップ情報を活用し、他の要因をコントロールした後でも、リスクの高い地域の地価は安全な地域に比べ
て低くなっていることを示した。

• ただし、既存研究の中に、ハザード情報を活用して、各地域の災害特性と当該地域に居住する世帯の生命保険加
入行動の関係性に目を向けた研究は、筆者が知る限り存在しない。

2026/2/6
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03.リサーチ・デザイン：
3-1. データ
• 本研究の目的は、地震リスクが家計の生命保険加入行動に与える影響を検証することにある。

• この目的のため、本研究では、以下で説明する地震ハザード情報および家計の生命保険加入行動に関する個票デー
タの2種類のデータを結合して、分析に使用した。

✬「地震ハザード情報」 について

• 本研究では、客観的な地震リスクの指標として、国立研究開発法人防災科学技術研究所が運用する「地震ハザード
ステーション（J-SHIS）」より公開されている「確率論的地震動予測地図」のデータを使用した。

• 具体的には、2016年時点において算出された、今後30年以内に「震度6弱以上」（※）の地震が発生する確率を採
用して、市区町村単位の地震リスク変数を構築した。これにより、家計データにおける居住地情報（市区町村コー
ド）との結合が可能となる。

※：気象庁が定める「気象庁震度階級関連解説表」を参照し、震度6弱は家屋等の資産や居住者の生命に対して、不可逆的な損害が発 生しうる重大なリスクの分岐点と捉えることができると判断し、関連す
る指標を採用した。なお、今回の研究において、「震度5弱」および「震度6強」を指標として利用する分析も展開しており、関連する結果の確認を行っている。

2026/2/6
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03.リサーチ・デザイン：
3-1. データ
✬「家計の生命保険加入行動」 について

• 家計の生命保険加入行動に関するデータは、公益財団法人生命保険文化センターが実施する「生命保険に関する全
国実態調査」より取得した。

• 同調査は1965年から3年ごとに実施されており、全国約400地点において、世帯員2人以上の一般世帯を対象に調査
を行い、年間約4,000件に及ぶデータを回収する。

• 同調査は2000年以降に拠点データが公表されたことで、回答サンプルの住所を市区町村単位で特定することが可能
となった。本研究ではこの拠点データを用い、家計情報と地震ハザード情報をマッチングさせることで分析用デー
タを構築できた。

• ただ、 2003年以前とそれ以降では調査項目に大きな差異が認められる。そのため、本研究では、質問項目が統一
された2006年から、入手可能な最新年である2021年までの計6年分のデータを選択し、分析に使用した。

2026/2/6
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03.リサーチ・デザイン：
3-2. 変数の説明
• 本研究では、家計の生命保険加入行動を把握することを目的として、下記の手順に従って、関連する変数を構築し
た：

1. 本研究では、民間生保に加え、かんぽ生命（旧簡易保険含む）、JA （農協）の生命共済、県民共済・生協等が
取り扱う生命共済を含む主要5つの供給チャネルを包括的に対象とし、各世帯が支払う年間払込保険料をこれら
全てについて合算し、「世帯の生命保険年間加入総額（Household annual insurance premium）」という指標
を用いて加入行動を捉えている。

2. 変数を構築する際に、「家計の資産選択行動（ポートフォリオ選択）を理解する」ことおよび「所得効果および
資産効果の制御する」ことという二つのことを考慮した上で、「保険料の絶対額」を用いるのではなく、「保険
料の所得や資産に対する比率」という方法を使用して、変数を構築した。

3. 上記の議論を踏まえ、本研究では、

家計のフローの富に対する保険需要の強度を示す指標：
「対年収保険料比率（The ratio of life insurance premiums to household income）」
家計のストックの富に対する保険需要の強度：
「対金融資産保険料比率（The ratio of life insurance premiums to financial assets）」

という二つの変数を構築し、被説明変数として使用した。
2026/2/6
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03.リサーチ・デザイン：
3-2. 変数の説明
• 本研究では、先行研究を参照した上で、性別、年齢、職業、住宅状況、家族規模、経済的富、未婚・就学前もしく
は就学中の子供の数、加入している保険会社の数および過去5年の地震経験に関する情報をコントロール変数とし
て使用した。

• 本研究に使用される主要な変数に関する定義は、下記の表で示されている：

変数名 定義

被説明変数

The ratio of life insurance premiums to household income total

世帯の生命保険の年間保険料が世帯の年収に占める割合：
Household annual insurance premium（世帯が加入する全ての生命保険の年間保険料の合計）/Annual household income（世帯の

年収）を用いて算出

The ratio of life insurance premiums to financial assets total

世帯の生命保険の年間保険料が世帯が保有する金融資産に占める割合：
Household annual insurance premium（世帯が加入する全ての生命保険の年間保険料の合計）/ Household financial assets（世帯が

保有する金融資産）を用いて算出

Log Annual amount considered necessary for financial security 世帯主が入院した場合、年間で、健康保険診療の範囲外の費用に対する必要があると考える経済的な備え（自然対数）

Log Annual amount intended for surviving dependents 世帯主の方に万一のことがあった場合、年間で、その後の遺族の生活資金をまかなうために必要と考える金額（自然対数）

Crowding dummy
世帯主に万一のことがあった場合、世帯で現在準備されているもののうち、準備手段として「生命保険」を選択した場合を0、「生命

保険」は選択せず「預貯金等」のみを選択した場合を1とするダミー変数。

説明変数

Intensity level of lower 6 or higher 2016 世帯の住居地域の30年以内に６弱以上震度の地震が発生する確率

コントロール変数

Age of the household head 世帯主の年齢

The squared age of the household head 世帯主年齢の二乗

Log income 世帯の年収（自然対数）

Log financial assets 世帯が保有する金融資産（自然対数）

Gender of household head 男性ならば１、女性ならば０のダミー変数

Regular employee dummy 世帯主が専門職または事務職等の常雇被用者である場合に1、その他の場合に0をとるダミー変数

Owns home without mortgage dummy 世帯が持ち家に居住し、かつ住宅ローンを保有していない場合に1、その他の場合に0をとるダミー変数

Number of private insurance companies joined 世帯全体で加入している民間生命保険会社の数に関する情報を表している

Number of family members 世帯の家族人数

School children unmarried 未婚・就学前もしくは就学中の子供の数

Earth event dummy 過去5年に該当地域が属される都道府県に６弱以上の地震が発生したら１、そうではないなら０のdummy変数
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03.リサーチ・デザイン：
3-2. 変数の説明
• 変数の記述統計量は下記の表より示される。

• 「今後30年以内に震度6弱以上の地震が発生する確率」について、第1四分位の確率は10.2％に留まる一方で、第3
四分位のでは55.2％に達しており、地域間の確率分布に極めて大きな異質性が存在する。

• 「The ratio of life insurance premiums to household income total（対年収保険料比率）」の平均値は7.1％、
「The ratio of life insurance premiums to financial assets total（対金融資産保険料比率）」の平均値は12.3％となっ
ており、フローおよびストックの一定割合を生命保険料の支払いに充てている。

variable n mean sd Q1 median Q3

The ratio of life insurance premiums to household income total 22371 0.071 0.129 0.0127 0.0444 0.0867

The ratio of life insurance premiums to financial assets total 21084 0.123 0.342 0.0067 0.032 0.103

Log Annual amount considered necessary for financial security 22320 5.484 0.823 4.7958 5.485 5.889

Log Annual amount intended for surviving dependents 22521 5.621 0.684 5.2983 5.704 5.991

Crowding dummy 17687 0.311 0.463 0 0 1

Intensity level of lower 6 or higher 2016 23797 0.339 0.241 0.102 0.325 0.552

Age of the household head 24208 57.243 14.881 45 58 69

Annual household income 22374 5.252 2.977 3 5 7

Household financial assets 21086 4.244 2.529 2 4 6

Gender of household head 24208 0.918 0.274 1 1 1

Regular employee dummy 24208 0.432 0.495 0 0 1

Owns home without mortgage dummy 23932 0.541 0.498 0 1 1

Number of private insurance companies joined 23778 1.537 1.334 1 1 2

Number of family members 24208 3.211 1.230 2 3 4

School children unmarried 24208 0.667 1.014 0 0 1

Earth event dummy 24208 0.152 0.359 0 0 0
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03.リサーチ・デザイン：
3-3. 仮説
• 地震リスクに直面する家計は三つのリスクファイナンス手段を選択しうると考えられる。

• 家計は、死亡や負傷などの生命にかかわる人的損害に対応するため、生命保険に加入し、関連する死
亡リスクに対応することができる。

• 家財や家屋の損害などの物的損害に対応するため、地震保険に加入し、関連するリスクに対応するこ
とができる。

• 生命保険や地震保険のようなリスク移転手段以外に、家計はリスク保有手段をとることも可能である。
より具体的に言うと、家計は預貯金や株式といった流動性の高い金融資産を保有することで損害が発
生した際に現金化することで損失に充てることができる。

2026/2/6
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03.リサーチ・デザイン：
3-3. 仮説
• 以上の議論を踏まえて、本研究では、地震リスクに直面している世帯は、地震から生じる人的損害および物的損害
への脅威に基づいてリスクファイナンス戦略を構築すると想定し、下記の仮説を設定する。

• もし家計が地震リスクによる人的損害に強い懸念をもっているならば、生命保険の購入をより増大させることが予
測される。それに加えて、多くの場合、地震による人的損害の発生は、家屋の倒壊等の物的損害の発生を引き起こ
すことから、人的損害と物的損害の同時発生による家計の困窮を防ぐためにも生命保険の購入を増大させる可能性
がある。

H1-A：地震リスクが高い地域に住んでいる世帯は、死亡や負傷などの生命にかかわる人的損害に対して強い脅威を
感じており、生命保険への需要が増加す

• 一方で、地震リスクが高い地域に住む家計は、地震による物的損害への対策にも多くの資金を費やす可能性がある。
また、リスクファイナンスの選択においても、支払事由が特定される保険商品よりも、より自由度の高い預貯金や
株式などの流動資産を選好するかもしれない。こうした限られた予算における資源配分の結果、生命保険の優先度
が相対的に低下することで、生命保険の購入が減少する可能性がある。

H1-B：地震発生確率が高い地域に住んでいる世帯は、建物や家財の損害などの物的損害に対してより強い脅威を感
じており、そのリスク対策に多くの資金を配分する結果、生命保険への需要が減少する

2026/2/6
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03.リサーチ・デザイン：
3-4. 実証モデル

• 上記の仮説を検証するため、本研究では、以下の2つの回帰モデルによる分析を展開する。

• The ratio of life insurance premiums to household income total𝑖,𝑗,𝑡 = 𝛽1𝑖𝑛𝑡𝑒𝑛𝑠𝑖𝑡𝑦 𝑙𝑒𝑣𝑒𝑙 𝑜𝑓 𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 6 𝑜𝑟 ℎ𝑖𝑔ℎ𝑒𝑟 2016𝑖 +

𝜙𝑐𝑜𝑛𝑡𝑟𝑜𝑙𝑖,𝑗,𝑡 + 𝜃𝑡 + 𝜀𝑖,𝑗,𝑡 （1）

• The ratio of life insurance premiums to financial assets total𝑖,𝑗,𝑡 = 𝛽2𝑖𝑛𝑡𝑒𝑛𝑠𝑖𝑡𝑦 𝑙𝑒𝑣𝑒𝑙 𝑜𝑓 𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 6 𝑜𝑟 ℎ𝑖𝑔ℎ𝑒𝑟 2016𝑖 +

𝜙𝑐𝑜𝑛𝑡𝑟𝑜𝑙𝑖,𝑗,𝑡 + 𝜃𝑡 + 𝜀𝑖,𝑗,𝑡 （2）

• The ratio of life insurance premiums to household income totali,j,tおよびThe ratio of life insurance premiums to 

financial assets totali,j,tはそれぞれ、調査年度tにおいて地域iに住んでいる世帯jの年収および金融資産に占める、年
間生命保険料の割合を示している。

• intensity level of lower 6 or higher 2016iは、地域iにおける震度6弱以上の地震発生確率を示している。controli,j,tは、
性別、年齢、職業（世帯主が専門職または事務職等の常雇被用者）、住宅状況、家族規模、経済的富、未婚・就学
前もしくは就学中の子供の数、加入している保険会社の数および過去5年の地震経験のベクトルを表している（詳
しくは表2を参照）。θtは調査年度の固定効果を表している。

• もしH1-Aが支持される場合、 𝛽1 および 𝛽2 が有意に正の値を示すことが予測される一方、H1-Bが支持される場合は、
これらの係数が有意に負の値を示すことが予測される。
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04. 分析結果
4-1. 仮説の検証結果
• 下記の図ではメイン分析の結果を示している、モデル(1)およびモデル(2)は対年収保険料比率を被説明変数として、
それぞれコントロール変数を外した場合と入れた場合の検証結果を示しており、モデル(3)およびモデル(4)は対金
融資産保険料比率を被説明変数として、それぞれコントロール変数を外した場合と入れた場合の検証結果を示して
いる。

• 全ての回帰モデルにおいて、Intensity level of lower 6 or higher 2016は1%水準で統計的に有意な負の係数が検出さ
れた。この結果はH1-Bを支持するものであり、地震発生確率が高い地域に居住する世帯ほど生命保険への加入割合
を減少する傾向があることを示唆している。
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04. 分析結果
4-2. ロバストネステスト - 異なる年度の地震発生確率を用いた検証
• 本研究では、防災科研が2016年に公表する、日本の各地域の地震発生確率に関連するデータを使用して分析を展開
した。一般的には、地盤の状況は短期間で激しい変化を生じないと考えられる。しかし、2016年の予測データを使
用することへの妥当性が問題として考えられる。

• 2016年に代えて、2021年の地震予測情報を使用した分析を行った。分析結果は上記の表に示されている。表から
分かるように、異なる年度の地震発生確率予測データを使用しても、すべてのモデルでintensity level of lower 6 or 
higher 2021は1%水準で有意に負の値を示しており、分析結果には大きな差異が見られなかった。
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04. 分析結果
4-2. ロバストネステスト - 異なる震度の地震発生確率を用いた検証
• 本研究では、震度6弱以上の地震の発生確率を変数として使用したが、ここでは、震度5弱および震度6強の地震発
生確率に変更した上で分析を行った。

• 分析結果は下記の表より示される、これらの分析結果から分かるように、基準となる震度を変更しても、すべての
回帰モデルで地震リスクを表す変数は有意に負の値を示しており、世帯が直面する地震リスクが生命保険の加入行
動に与える影響に変化は見られなかった。
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04. 分析結果
4-2. ロバストネステスト -生命保険商品への加入金額を用いた検証
• 4.1の検証結果が、世帯の生命保険商品の加入額の低下によるものであるのか、あるいは、これらの世帯が意図的
に金融資産の蓄積を抑制しようとした結果であるのかを識別するため、被説明変数を「世帯の生命保険への年間の
加入額の自然対数値（Log life insurance premiums total）」および「世帯が保有する金融資産の自然対数値（Log 
financial assets）」とした分析を行う。

• 分析結果は下記の表より示される、分析結果によると、地震リスクの高い地域に居住する世帯は、生命保険料の支
払いが少なく、その一方、保有金融資産が大きいことが確認された。
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04. 分析結果
4-2. ロバストネステスト - 生命保険商品に対して過剰な需要
• 生命保険の加入状況に対して外れ値の可能性が見られることから、こうした極端に大きな値が分析結果を歪めてい
る可能性を排除するため、The ratio of life insurance premiums to household income totali,j,tおよびThe ratio of life 
insurance premiums to financial assets totali.j,tに対して、上位10%に入るような極端に高いデータを除外し、残りの
90%のデータだけを残して分析を展開した。

• 分析結果は上記の表より示される、分析結果から、使用される変数の範囲を絞った分析を行っても、intensity level 
of lower 6 or higher 2016の係数は全てのモデルで1%水準で有意に負の値をしめしており、結果には特に変化がな
いことが確認された。
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05. 追加分析
5-1.リスク態度が住居選択に及ぼす影響
• 地震発生確率の高い地域に住んでいる世帯は低い地域に住んでいる世帯と比べて、異なるリスク態度をもっている
可能性が挙げられる。この場合、地震リスクが高い地域に住む世帯が生命保険への需要が小さい理由は、物的損害
への対応を優先させているからではなく、単にリスクへの見通しが楽観的であることによる。

• この懸念を解消するため、生命保険文化センターが実施するアンケート調査から、「世帯の世帯主に万一のことが
あった場合、必要と考える経済的な備えの大きさ」に関する質問の調査データを収集して、世帯のリスクへの見通
しを把握できる2つの変数を構築し、地震リスクが高い地域に住む人々がどのようなリスク態度を取る傾向がある
のかについて検証を行った。

Log Annual amount intended for surviving dependents：

Log Annual amount considered necessary for financial security：
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05. 追加分析
5-1.リスク態度が住居選択に及ぼす影響
• 回帰分析の結果は下記の表に示されている。結果からわかるように、intensity level of lower 6 or higher 2016の係数
は全てのモデルにおいて、1%水準で有意に正の値を示している。

• この結果は地震リスクの高い地域に居住している世帯は、将来の生活全般のリスクに対して楽観的な見方をもって
いないことを示唆している。むしろ、地震リスクの高い地域に住んでいる世帯の方がより悲観的な見通しを持って
おり、予期せぬ事故に対してより多くの金額が必要であるとの予測を立てる傾向が強い。
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05. 追加分析
5-2. 生命保険以外のリスクファイナンス行動
• H1-Bでは、地震リスクの高い地域に住んでいる世帯はそうではない世帯と比べて、建物や家財の損害などの物的損
害に対してより強い脅威を感じており、そのリスク対策に多くの資金を配分する結果、生命保険への需要が減少す
るとの仮説を立てた。

• H1-Bの仮説が正しければ、地震リスクが高い地域に住んでいる世帯ほど地震保険に加入する傾向が強いことが予想
される。それゆえ、今回では、損害保険料算出機構から入手した2016年度の都道府県別の地震保険の付帯率（火災
保険加入世帯における地震保険加入の割合）を被説明変数とした回帰分析を展開した。

• 上記の表は、回帰分析の結果を示している。表から明らかなように、intensity level of lower 6 or higher 2016の係数
は1%水準で有意に正の値を示しており、地震リスクの高い地域ほど地震保険に加入する傾向が強いことが示唆さ
れる。このことは、地震リスクの高い地域に住んでいる世帯ほど、多くの資金を物的な地震対策に配分する可能性
が高いことを示唆しており、 H1-Bの仮説を支持する証拠を提示してきた

2026/2/6



29

05. 追加分析
5-2. 生命保険以外のリスクファイナンス行動
• 震リスクの高い地域に住む世帯はリスクファイナンスの選択において、支払事由が特定される保険商品よりも、よ
り自由度の高い預貯金や株式などの流動資産を選好する可能性がある。

• 地震リスクの高い地域に住んでいる世帯がどのような手段を準備として利用しているかを明らかにするため、アン
ケート調査から「調査対象となる世帯の世帯主に万一のことがあった場合、世帯で現在準備されているもののうち、
遺族の生活資金として期待されるリスクマネジメント手段」に関する質問の結果を使用し、以下の要領でCrowding 
dummyを構築した：

1. まず、世帯が準備している手段の中に生命保険が含まれている場合、変数を「0」と設定する。

2. それに対して、世帯が準備している手段の中に生命保険が含まれていない、かつ預貯金、有価証券、財形貯蓄も
しくは不動産が含まれている場合、変数を「1」と設定する。

3. もし、生命保険および預貯金、有価証券、財形貯蓄もしくは不動産のいずれも選択しておらず、「特に準備して
いるものがない」などと回答する場合、変数を「NA」として扱い、分析から取り除いた。

2026/2/6



30

05. 追加分析
5-2. 生命保険以外のリスクファイナンス行動

Crowding dummy ：0

Crowding dummy ：1

Crowding dummy ：NA

2026/2/6
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05. 追加分析
5-2. 生命保険以外のリスクファイナンス行動
• 下記の表は、Crowding dummyを被説明変数としたロジット分析による回帰結果を示している。分析結果によると、

intensity level of lower 6 or higher 2016の係数は5%水準で有意に正の値を示した。すなわち、地震リスクの高い地
域に住んでいる世帯は、将来の生活保障において、生命保険商品ではなく、預貯金や株式に期待する傾向が強いこ
とが示唆される。

• このことから、以下の点が推察される。地震リスクの高い地域に住んでいる世帯は、人的リスクのみに対応できる
生命保険の加入額を抑制する代わりに、人的リスクと物的リスクの双方に対応できる預貯金を重視する。その結果、
家計の生活保障全般に対する期待も生命保険ではなく、より流動性の高い資産（預貯金、株式等）への比重が高
まっている。これらの結果は、Ｈ1-Bを補強するものとみなすことができる
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06. 結論
• 本研究は、地震リスクが家計の生命保険加入行動に及ぼす影響を検証した。分析の結果、地震発生確率の高い地域
に居住する世帯は、生命保険の加入額を抑制することが確認された。さらに、その要因として、地震リスクに直面
した家計は、まず物的損害への対策に資金を優先的に配分し、結果として生命保険への需要が相対的に小さくなる
ことが示唆された。

• 生命保険は家計のリスクファイナンスにおいて中核的な役割を担っているが、近年、世帯の死亡保障不足（プロテ
クション・ギャップ）の深刻化が指摘されている。本研究の結果は、地震による物的リスクへの懸念が、生命保険
（人的リスクへの備え）のクラウディングアウト（締め出し）を引き起こしている可能性を示唆している。した
がって、生命保険会社や政府機関には、家計が抱く物的リスクへの不安を緩和しつつ、人的リスクへの備えの重要
性を再認識させるような、新たなリスクコミュニケーションや制度設計が求められると言えよう。

• 本研究には研究上の限界も存在する。本研究では地震による損害を人的リスクと物的リスクの両面から捉えて、地
震リスクがリスクファイナンス行動に及ぼす影響の分析を試みているが、データの制約上、家計の人的リスクへの
対策と物的リスクへの対策を識別することが困難であることから、地震リスクの高い地域に住む世帯の生命保険加
入の減少の要因が物的リスクへの対応を優先させた結果であるかどうかを直接検証できておらず、推測に留まって
いる部分が大きい。この点は今後の課題である。 2026/2/6
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